
○近江八幡市家庭的保育事業等の認可等に関する規則 

平成２７年３月４日 

規則第２号 

改正 平成２８年３月３１日規則第２５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３４条の１５第２項に定める家庭的保育事業等の実施に関し、その認可の申請、

各種届出等必要な事項を定めるものとする。 

（認可の申請） 

第２条 法第３４条の１５第２項の規定により、家庭的保育事業等の認可を受けよう

とする者は、家庭的保育事業等認可申請書（別記様式第１号）に必要な書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

（認可の基準） 

第３条 認可の基準は、法、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）、消

防法（昭和２３年法律第１８６号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等

関係法令に定めるものほか、近江八幡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例（平成２６年近江八幡市条例第３５号。以下「認可条例」という。）

並びに次項及び第３項に定めるところによるものとする。 

２ 児童数の推移、施設等の利用に係る待機の状況等地域の実態、付近の特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業の整備状況を十分に勘案し、家庭的保育事業等の

設置が必要であると認められるものでなければならない。 

３ 家庭的保育事業等を行おうとする者は、次の各号の全てに該当するものとする。 

（１） 申請者及び役員等に破産者がいないこと。 

（２） 国税、地方税等を滞納している事業者又は代表者がこれらの税金等を滞納

していないこと。 

（３） 直近の会計年度において、家庭的保育事業等を経営する事業以外の事業を

含む当該主体の全体の財務内容について、３年以上連続して損失を計上していな

い場合等の財務内容が適正であること。 



（認可の場合の通知等） 

第４条 市長は、第２条第１項の申請に対し、前条に規定する審査基準等に照らし、

認可の適否について判断するものとする。この場合において、市長は、認可する場

合は家庭的保育事業等認可書（別記様式第２号）を、認可しない場合は家庭的保育

事業等認可申請却下通知書（別記様式第３号）を交付するものとする。 

（認可に際して付す条件） 

第５条 市長は、家庭的保育事業等の認可を行う場合には、次の条件を付すものとす

る。 

（１） 事業の運営に関し、市長が必要な報告を求めたときは、報告書を提出しな

ければならない。 

（２） 収支計算書又は損益計算書において家庭的保育事業等に係る区分経理を行

わなければならない。 

（３） 毎会計年度終了後３月以内に家庭的保育事業等の運営に係る現況報告書（別

記様式第４号）に家庭的保育事業等に係る次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

ア 前会計年度末における貸借対照表 

イ 前会計年度の収支計算書又は損益計算書 

（事業の休止等） 

第６条 家庭的保育事業等を運営する者が家庭的保育事業等を休止等しようとする場

合は、家庭的保育事業等休止（廃止・再開）承認申請書（別記様式第５号）を市長

に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請に対し、地域における保育の実情等を勘案し、承認する場合

は、家庭的保育事業等休止（廃止・再開）承認書（別記様式第６号）を、承認しな

い場合は家庭的保育事業等休止（廃止・再開）不承認通知書（別記様式第７号）を

交付するものとする。 

（認可事項の変更） 

第７条 家庭的保育事業等の認可を受けた者（以下「家庭的保育等事業者」という。）

は、その事項に変更があったときは、おおむね１月以内に、家庭的保育事業等認可



事項変更届（別記様式第８号）により市長に届出なければならない。 

（確認及び立入調査） 

第８条 家庭的保育等事業者は、市長が当該施設に対し、定期的に行う立入調査及び

必要と認めるときに行う特別立入調査（以下「立入調査」という。）に協力しなけ

ればならない。 

２ 立入調査は、調査の期日その他必要な事項を家庭的保育等事業者に事前に通知し

行うものとする。ただし緊急の調査を要する場合は、この限りでない。 

（指導及び改善の勧告） 

第９条 市長は、前条に規定する立入調査の結果、児童の処遇等に適切を欠くと認め

る家庭的保育等事業者に対して、必要な指導及び改善の勧告（以下「勧告等」とい

う。）を行うものとする。 

２ 市長は、前項の勧告等を行ったときは、事後適当な時期に報告を求め、又は立入

調査を行い、改善を確認するものとする。 

（事業の制限及び停止、認可の取消） 

第１０条 市長は、家庭的保育等事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、事

業の制限及び期間を定めて事業の全部若しくは一部を停止し、又は認可を取り消す

ことができる。 

（１） 申請書に虚偽の記載を行う等不正の手段により認可を受けたとき。 

（２） 認可の要件を満たさなくなったとき。 

（３） 変更の届出を行わなかったとき又は虚偽の変更の届出を行ったとき。 

（４） 正当な理由がなく立入調査を拒んだとき。 

（５） 資金事情の悪化等により事業の実施が困難であると認められるとき。 

（６） 適切な運営を確保するために市が行う指導及び改善の勧告に正当な理由が

なく従わないとき。 

（７） その他家庭的保育等事業者が法、認可条例及びこの規則に違反したとき 

２ 市長は、前項の規定に基づき事業の制限及び事業の全部若しくは一部の停止し、

又は認可を取り消すときは、家庭的保育事業等認可（制限・停止・取消）決定通知

書（別記様式第９号）により家庭的保育等事業者に通知する。 



（認可解除、事業の制限及び停止、認可の取消のときの措置） 

第１１条 家庭的保育等事業者は、第６条に規定する事業の休止及び廃止を行うとき

又は前条に規定する事業の制限及び停止又は認可の取消を受けたときは、利用者に

不利益が生じないように適切な措置を講じるものとする。 

（委任） 

第１２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

（施行前の準備） 

２ 家庭的保育事業等の認可のために必要な準備行為は、各条の規定により、この規

則の施行の日の前においても行うことができる。 

付 則（平成２８年規則第２５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置の原則） 

２ 近江八幡市の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであって、この

規則の施行前にされた近江八幡市の処分その他の行為又はこの規則の施行前にされ

た申請に係る近江八幡市の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

３ この規則による改正前の規則の規定により不服申立てに対する市の決定その他の

行為を経た後でなければ訴えを提起できないこととされる事項であって、当該不服

申立てを提起しないでこの規則の施行前にこれを提起すべき期間を経過したもの

（当該不服申立てが他の不服申立てに対する市の決定その他の行為を経た後でなけ

れば提起できないとされる場合にあっては、当該他の不服申立てを提起しないでこ

の規則による改正前にこれを提起すべき期間を経過したものを含む。）の訴えの提

起については、なお従前の例による。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第２条関係） 

別記様式第２号（第４条関係） 

別記様式第３号（第４条関係） 

（平２８規則２５・一部改正） 

別記様式第４号（第５条関係） 

別記様式第５号（第６条関係） 

別記様式第６号（第６条関係） 

別記様式第７号（第６条関係） 

（平２８規則２５・一部改正） 

別記様式第８号（第７条関係） 

別記様式第９号（第１０条関係） 

 


